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1.はじめに 

東北地方では地震災害により数多くの城郭石垣が崩壊や損傷を受け，様々な修復が行われている．その一つ

に背面地山の地盤改良工法があるが，背面地山には歴史的に貴重な遺産が埋蔵されていることが多々あり，そ

れを損傷させてしまう恐れがある．そのため工学的な視点と文化財としての視点の両者を考慮した修復方法の

確立が必要である．また，歴史的形状と質を維持した状態で後世に残しうる補修方法とすること(オーセンテ

ィシティ)と，補修後には必要に応じて元の状態に戻すことができること（リバーシブル）も重要である．そ

こで，これらの 2つの条件を満足しうる修復方法として鉄筋挿入工法を考えた．とくに，鉄筋補強材の挿入を

栗石層までとすることで，背面地山を傷つけることなく修復することができ，被害を受けた石垣の解体修復範

囲を最小限に留めることも可能になるものと考えられる．さらに，補修後に必要が生じれば，鉄筋補強材を除

去することで，元の状態に戻すことも可能である．そこで，本研究では遠心載荷実験により，石垣構造物に対

する鉄筋補強材の機能と本工法の有効性について考察することにする． 

2.実験方法及び実験条件 

実験で使用した石垣モデルは図-1 に示すとおりである．

石垣形状は，石垣設計手法の一つである後藤家文書(2 次曲

線)により決定し，石積み技法は切り込みはぎを模擬した．

また，図に示すように，非接触変位計による石垣石表面の

応答水平変位，および石垣石と栗石層の応答加速度を測定

した．さらに，画像処理により石垣石水平変位量，栗石の

沈下量を計測し，鉄筋補強材に生じる曲げ応力をひずみゲ

ージにより計測した．使用した材料の物性値を表-1

示す．補強材に直径 3mm，長さ 90mm のアルミ棒を

使用し，挿入範囲は栗石層までとした．加振条件は，

20G の重力場において，地震加速度を 300gal，350gal，

400gal と段階的に増加させた．その後は 400gal を繰り

返し加振し，これを表記上 400gal①, 400gal②, 

400g③, 400gal④と表した．次に，図-2, 3 に補

強材打設状況と補強材の配置間隔を示す．図

のように，等間隔補強モデル（2 ㎡に１本相当

に打設）と，地震時の変形は石垣の上部 1/3

が変形しやすいことから，上部を密に補強し

たモデル(上部集中配置)について実験を行っ

た．これらの 2 ケースの補強条件と無補強モ

デルの合計 3 ケースを実験モデルとした． 
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(a)側面図              (b)正面図 

    図‐1 遠心載荷実験モデル (単位：mm) 

図‐2 補強材打設状況 

   (a)等間隔補強 (b)上部集中補強 

図‐3 補強材配置条件 
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3.実験結果 

 図‐4 に実験各ケースにおける石垣石の水平変位

量を示す．等間隔補強では無補強に比べて変位量が

大きく抑えられており，補強効果が十分に発揮され

ている．一方，上部集中補強では等間隔補強ほどの

効果が得られなかった．また，等間隔補強はすべて

の加振において石垣石は前倒れモードを示している

が，上部集中補強では無補強の場合と同様に石垣石

の変形は孕み出しモードを示している．すなわち，

孕み出しモードが生じる場合は孕み出し部の下部

（石垣高さのほぼ中央部）で最もせん断変形が大き

くなるが，上部集中補強では，このせん断変形の大

きい個所に補強材が打設されていないことが補強効

果が発揮されなかった原因であると考えられる．等

間隔補強の場合は，せん断変形が大きくなる中央部

に補強材が打設されているため，せん断変形が抑制

されて石垣全体が一体化されたものと考えられる． 

図‐5 は栗石の沈下量を示しており，図中の凡例

は栗石の沈下を調べた各高さを示している．無補強

においては加振によるゆすり込み効果によって，栗石が大きく沈

下しているのに対し，補強した 2 ケースでは沈下を抑制しており，

栗石のゆすり込みの軽減が伺える． 

次に，図‐6 に補強材に発生した曲げ応力を示す．2 ケースとも

に中段における曲げ応力が大きく発現されていることから，中段

の鉄筋が石垣中央に発生するせん断変形の影響を受けていること

がわかる．上部集中補強では曲げ応力がほとんど発現されておら

ず，これが石垣の変形をあまり抑制できなかった原因であると考

えられる． 

図‐7 に非接触変位計で計測した 4 段目と 10 段

目の石垣石表面における入力変位との変位の位相

差を示す．全ケースにおいて，10 段目の方が 4 段

目より位相差が大きくなる傾向が見られるが，等

間隔補強の場合には 10 段目と 4 段目の位相差がほ

ぼ等しい値を示している．これは鉄筋の打設補強

により，石垣が一体化し板構造を維持したためで

あると考えられる．これにより，等間隔補強の変

形モードが前倒れモードとなったものと考えられ

る．一方，無補強と上部集中補強の 4 段目と 10 段

目の位相差には差が見られ，これが石垣のせん断変形を助長したと考えられる． 

4.まとめ 

本研究では文化財保存の観点から鉄筋補強材の挿入を栗石層までとしたが，この条件でも補強効果は十分得

られるものと考えられる．また，補強材の打設は大きなせん断変形が発生する個所に打設すべきである． 

図‐6 曲げ応力 

(a)等間隔補強    (b)上部集中補強 

(a)無補強     (b)等間隔補強    (c)上部集中補強 

図‐7 変位位相差 

図‐4 石垣石水平変位量 

(a)無補強     (b)等間隔補強    (c)上部集中補強 

(a)無補強     (b)等間隔補強   (c)上部集中補強 

図‐5 栗石の沈下量 
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